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三 重 県
Mie Prefecture「企業の安定経営に向けた対応」の効果検証

取組項目 具体内容 R6取組に関する検証

適正な利潤の
確保

• 入札契約制度の改
善

• 入札契約制度の改善では、令和6年4月の最低制限価格引き上げに伴い、建設工事の平均落札率は
令和5年度の92.９％に対し、令和6年度は令和6年12月末時点で94.4％まで上昇した。

• 総合評価方式の改
善

• 総合評価方式の改善では、令和６年６月に調査基準価格未満の入札をした場合は評価値を減点する
算定式の見直しを行い、低入札価格調査の実施件数の減少につながった。

• 適正な予定価格等
の設定継続

• 適正な予定価格等の設定では、価格変動による公共工事の積算時点と当初契約時点の資材価格差
に対応するため、令和6年12月に「資材価格等に対する特例措置」を策定し、資材価格高騰に適切に
対応した。

• 市町・民間への働
きかけ

• 最低制限価格の設定が不適切な市町に対し、発注者協議会県部会や個別訪問にて取組要請を行っ
た。（対象市町：１２市町）

効果検証のまとめ 企業の安定経営に向けた対応

① 令和４年７月
国の最低制限価格算定式改定に伴う
引き上げ

② 令和６年４月
活性化プランによる建設企業の適正
な利潤確保に向けた引き上げ

平均落札率の上昇 ＋１．０％
令和３年度末 ９１．７％
令和４年度末 ９２．７％

最低制限価格の引き上げ

平均落札率の上昇 ＋１．５％
令和５年度末 ９２．９％
令和６年１２月 ９４．４％

① 令和４年７月
最低制限価格引上げ

② 令和６年４月
最低制限価格引上げ

H30～R5：年度末時点
R6：R6年12月時点

平均落札率の推移 （H30～R６）参考（入札契約制度の改善）

Ｒ６取組

Ｒ４取組
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企業の安定経営に向けた対応

•  物価高騰や人件費の増額などにより、会社経営に資する一般管理費の割合が増大している。（業団体）

• 担い手の確保、労働環境の改善、生産性の向上のそれぞれの取組には一定の経費がかかる。（業団体）

• 上記２つの事項に対応し、取組を継続していくためにも、適正な予定価格の算定による工事発注が必要。（業団体）

① 売上高経常利益率等の統計資料をモニタリングするとともに、建設業を取巻く環境の変化に応

じて入札制度や総合評価方式の改善を行い、建設企業が適正な利潤を確保できる環境の整備に

取り組む。(★)

② 近年の物価高騰等に対応するために「発注方法の取り扱いについて」を見直し、建設企業が入

札に参加できる価格帯の引き上げを行う。(★)

③ 適切な単価設定や、労務や建設資材の価格変動等に対応し、適正な価格での契約に努める。

(★)

④ 建設企業の適正利潤確保に向けて、最低制限価格の引き上げなどを市町へ要請する。(★)

令和７年度 取組方針（案）

担い手確保小委員会：担い手
生産性向上小委員会：生産性
建設業団体：業団体

担い手確保・生産性向上小委員会 ・ 建設業団体の主な意見

【上記意見を取組方針①～④に反映】

（★） 小委員会・建設業団体の意見を反映
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三 重 県
Mie Prefecture小委員会・建設業団体の意見と令和7年度の取組方針（案）
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三 重 県
Mie Prefecture

取組指標
現状値

(令和4年度)
目標値

令和6年度
目標値

令和７年度
目標値

令和８年度
目標値

令和9年度

売上高経常利益率

4.8％ 5.1% 5.4% 5.7％ 6.0％

(令和5年度) 実績（R6年６月時点） 

4.4％ ４．８％
（県土整備部調べ）

動
向
・傾
向

取組指標：「東日本建設業保証株式会社調べ」、 「経済産業省企業活動基本調査」より抽出

➢ 三重県の建設業における売上高経常利益率は、産業全体
 （全国）と比べて低い状況が続いている。

➢ 県土整備部で調べている四半期ごとのデータは、東日本
 建設業保証株式会社調べより高い率となっている。

県土整備部調べ
①本店所在地が三重県内で、売上高１億円以上
②三重県建設工事入札参加資格者名簿に登載の企業

東日本建設業保証（株）調べ
東日本建設業保証（株）が決算書の提出を受けた企業のうち、以下の企業
①本店所在地が三重県内で、売上高１億円以上
②業種が総合工事業（土木建築、土木、建築）、電気工事業、管工事業の企業（個人
事業主除く）

③兼業売上高が総売上高の２０％以下の企業

※最新データがR6.6末となっているのは、企業の決算日から約６か月後にデータソースである
 経営事項審査結果情報に反映されることを考慮

参考プラン進捗管理

「企業の安定経営に向けた対応」の効果検証
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企業の安定経営に向けた対応
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